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1.  緒言

　2020 年 10 月 26 日，菅前内閣総理大臣は所信表明演説に
おいて，我が国が 2050 年にカーボンニュートラル (温室効
果ガスの人為的な発生源による排出量と除去・削減量等と
の間の均衡) の実現を目指すことを宣言した[1]．我が国の
最終エネルギー消費の約 7 割を占める燃料・熱分野のカー
ボンニュートラル化の重要性を踏まえ，2021 年 6 月に策定
されたグリーン成長戦略において，14 の重要分野のひとつ
として，メタネーション技術等による新しい熱エネルギー
供給事業等を担う「③次世代熱エネルギー産業」が新設さ
れた[2]．本稿では，既存の天然ガス・都市ガス利用機器・
発電設備等をそのまま活用しながら円滑にカーボンニュー
トラル化を進めることができる合理的な手法であるメタ
ネーションの概要および，水電解水素製造をも上回る高い
エネルギー変換効率で非化石電力によりメタン等を合成可
能な革新的技術として期待されている SOEC メタネーショ
ン技術等の概要と我々の取組み，今後の展望などについて
述べたい．

2.  燃料のカーボンニュートラル化とメタネーション

　グリーン水素 (電解水素) の製造・利用サイクルは，図 1 
左図のように再エネ等の非化石エネルギーを一次エネル
ギーとしたエネルギー利用システムの一種であり，この中
で水素は，二次エネルギーである非化石電力より得られる
三次エネルギー (エネルギーキャリア) としての役割を担っ
ている．この製造・利用サイクルは，それ自体に大気中の 
CO2 を直接削減する作用はないものの，大気中の CO2 は増

えも減りもせず，カーボンニュートラルと見なしうると言
える．一方，メタネーションによるカーボンニュートラル
メタンの製造・利用サイクルは，CO2 を原料として活用し
非化石電力等を用いてメタネーション技術により得られた
メタン (合成メタン) を既存インフラにより消費地点に供給
し，熱需要や発電用途などに利用するものであり，図 1 右
図の様に表される．このサイクルにおいては，合成メタン
製造時に原料として消費する CO2 量とエネルギー利用時の 
CO2 排出量は等しいため，グリーン水素の場合と同様に，
大気中の CO2 は実質的に増えず，カーボンニュートラルな
ものと見なされる．従来使用されていた化石資源由来燃料
をカーボンニュートラルメタンにより代替することによ
り，化石燃料起因の CO2 を削減することで，CO2 削減効果
が得られる．製造時に使用される CO2 は，この製造・利用
サイクルにおいて，非化石電力のキャリア製造に際し一時
的に拝借するものであり，カーボンニュートラルメタンに
よる化石資源由来燃料の代替・削減による CO2 削減効果の
大きさは，製造時に使用する CO2 の種類には依存しない．
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Fig. 1 Production and utilization cycle of green hydrogen (electrolytic 
hydrogen) and carbon-neutral methane (synthetic methane).
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3.	 燃料のカーボンニュートラル化手段としての従来
メタネーション技術と革新的高効率技術

　今後のエネルギーシステムのカーボンニュートラル化の
実現に向けて，様々な局面でのコストアップが懸念されて
いる中，「既存の社会インフラの有効活用」は最も確実な
コスト抑制策であると考えられる．メタネーションは，エ
ネルギー需要家等から見ると，既存の天然ガスや都市ガス
の利用機器・設備などをそのまま活用しながらカーボン
ニュートラル化を円滑に進めることができる合理的な手法
であり，供給側から見ると既存の LNG バリューチェーン
や都市ガス供給インフラを活用できるため，効率的に多く
の都市ガスユーザーにカーボンニュートラル化効果をお届
けできるものと期待されている．
　従来のメタネーションは，図 2 の中段に示されるように，
水電解法等により製造された水素と CO2 を反応させメタン
を合成するものである．水電解とメタン変換工程にてエネ
ルギー損失が生じるため，非化石電力 100 から得られるメ
タンのエネルギー量 (HHV) は 55 ~ 60 にとどまる．一方，
革新的な高効率メタネーション技術である「SOEC メタネー
ション技術」は，図 2 の下段に示されるように，非化石電
力等をもとに，水と CO2 を原料として一気通貫システムに
より，直接メタン等を合成するものである．SOEC (Solid 
Oxide Electrolysis Cells) とは，SOFC (Solid Oxide Fuel Cells) 
の逆機能デバイスである．水素の供給が不要で，電力から
メタンへのエネルギー変換効率が 85 ~ 90 % と，他に類を
見ない高い効率が期待される点が大きな特徴である．非化
石電力 100 を活用して，水電解水素 (70 ~ 80) よりも高い効
率で 85 ~ 90 の化石燃料を代替 (削減) 可能と期待され，製
造に要する電力量当たりの化石燃料由来 CO2 の削減効果は
グリーン水素よりも大きいとも言える．

4.  SOEC メタネーション技術の原理と特長

　図 3 下段に示されるように，SOEC メタネーションシス
テムは，SOEC を内蔵した SOEC 高温電解装置とメタン化
反応装置，熱有効利用系等より構成されている．電力を 
SOEC に供給し，電気分解反応等により水蒸気と CO2 を水
素と CO に変換し，メタン化反応装置 (メタン合成装置) に

おいて触媒を用いてメタンに変換するものである．先ず，
700 ℃ 程度の高温で電気分解するため反応が進みやすく，
他の方法に比べより少ない電力により水素と CO を生成す
ることができるのに加え，メタンを合成する際に生じる排
熱を水蒸気生成等に有効利用できる．SOEC メタネーショ
ンでは，システム全体として無駄になるエネルギーが非常
に少ないため，エネルギー変換効率が 85 ~ 90 % と非常に
高くなり，従来メタネーションに比べ電力の使用量を約 
2/3 に大幅削減することが出来ると期待されている．グリー
ン水素や合成メタン，合成液体燃料等の各種カーボン
ニュートラル燃料製造のランニングコストの大部分を電力
コストが占めることになるが，製造される燃料熱量当りの
必要電力量については，SOEC メタネーションによる合成
メタン製造が最も少ないと試算され，他と比較して製造コ
スト低減のポテンシャルが最も高いものと期待されている
[4]．

5.	 SOEC メタネーション技術革新に関する大阪ガス
の取組み

　我々は，SOEC メタネーション技術の高いポテンシャル
に着目し，このシステムの技術開発を進めている．SOEC 
メタネーションシステムの構成を下流から上流に眺めてみ
ると，SOFC (固体酸化物形燃料電池) コジェネレーション
システムとの相似点が多く，これまで当社が蓄積してきた
燃料電池コジェネレーションシステム関連技術 (SOFC 技
術，触媒技術，熱利用マネージメント技術等) を活用しな
がら現在研究開発を進めている．
　将来的に，大規模なガス製造設備として実用化するため
には，システム全体の大規模化を進めることが必要である
が，当社は，1980 ~ 90 年代に，ナフサや LPG を原料とし
て天然ガス代替ガスを製造可能な代替天然ガス製造プラン
トにつき触媒開発・プラント開発・設計・建造・実操業を
自社で進めた実績と経験を保有しており，SOEC メタネー
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Fig. 2 Comparison of direct utilization of green hydrogen, conventional 
methanation, and SOEC methanation. [3]

Fig. 3 Comparison of conventional methanation technology and 
innovative methanation (SOEC methanation) technology. [3]
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ションシステムの後段側のメタン合成反応装置の大規模化
開発においては，その知見の活用も期待される．一方，シ
ステム前段側の SOEC を内蔵した高温電解装置について
は，大規模なガス製造設備の実用化に必要なスケールアッ
プ開発例は世界的にも未だ見当たらない．今後，このシス
テムの大規模実用化を進める上では，特に SOEC を低コス
トでスケールアップすることが課題となると考えられるこ
とから，当社では，低コスト化とスケールアップに適した
新型 SOEC 技術の開発を推進している．
　これまで開発されてきた SOEC は，全体が特殊なセラ
ミックス材料により構成され構造が支持される「セラミッ
クス支持型」と呼ばれるもので，今後，低コスト化とスケー
ルアップの実現が課題となる事が懸念されていた．この課
題を解決するため，当社は，ホーローのように丈夫な金属
板の表面を薄いセラミックス層で覆った「金属支持型」の 
SOEC を独自に開発・試作し，スケールアップするに当たっ
ての基本単位となる単セルの実用サイズ品の試作にも成功
した[3]．この革新的な SOEC は，高価なセラミックス材料
の使用量が従来の 1 割程度と非常に少ないこと，衝撃にも
強く強靭であること，スケールアップが容易であることな
どの特長を有しており，低コスト化やスケールアップの実
現に適しているものと期待される．

6.  今後の展望

　2021 年 10 月に閣議決定された「第 6 次エネルギー基本
計画」[5]において，「天然ガスは化石燃料の中で CO2 排出
量が最も少ないため，天然ガスへの燃料転換等によって熱
需要の低炭素化に貢献できるとともに，供給サイドにおい
てメタネーション等の技術が確立すれば，既存インフラや
設備を利用可能な合成メタン等が天然ガスを代替できるよ
うになるため，燃料転換等を行った需要サイドは将来的に
合成メタン等の供給を受けることにより，2050 年に向けて
コストを抑えつつより円滑な脱炭素化への移行が期待でき
る．」と記されている．
　2021 年 6 月に改訂されたグリーン成長戦略において，重
要分野のひとつとして新設された，「③次世代熱エネルギー
産業」の成長戦略の工程表[2]において，SOEC メタネーショ
ン等の革新技術について，2030 年度までに新たな基礎技術
の開発を進め，2030 年代には実証フェーズ，2040 年代に
導入拡大・コスト低減フェーズへと進展させることが記さ
れている．この工程表を踏まえ，産学官の多大なご支援を
頂きながら，2030 年度までに技術確立を進め，2031 年度
以降の実証による大規模化・低コスト化，2040 年代に導入
拡大を進め，都市ガス業界が目指す 2050 年カーボンニュー
トラルメタン導入率 90 % [6]の達成に貢献していきたいと
考えている．

7.  結言

　2050 年カーボンニュートラルに向け我々が目指すところ
は，従前より都市ガスをお使い頂いていたお客さまや低炭
素化推進のために都市ガスに燃料転換して頂いたお客様に
「(当社の) 都市ガスをそのまま使い続けていたら，いつの
間にかカーボンニュートラルが達成できていた」と言って
頂けることである．エネルギーシステムのカーボンニュー
トラル化に我々の取組みが貢献できることを目指して，皆
様のお力をお借りしながら，革新的技術の開発を着実に進
めると共に将来の社会実装に向けた取り組みを推進して行
きたい．
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